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札幌市議会第一部予算特別委員会記録（第10号） 

令和７年（2025年）３月26日（水曜日） 

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

●議題 付託案件の審査 

●出席委員 33名 

    委 員 長  村  山  拓  司       副 委 員 長  小  口  智  久 

    委   員  三  上  洋  右       委   員  勝  木  勇  人 

委   員  五 十 嵐  徳  美       委   員  長  内  直  也 

委   員  佐 々 木  み つ こ       委   員  こ じ ま  ゆ  み 

委   員  中  川  賢  一       委   員  村  松  叶  啓 

委   員  三  神  英  彦       委   員  山  田  洋  聡 

委   員  和  田  勝  也       委   員  小  野  正  美 

委   員  ふじわら  広  昭       委   員  し の だ  江里子 

委   員  林     清  治       委   員  松  原  淳  二 

委   員  うるしはら  直  子       委   員  たけのうち  有  美 

委   員  おんむら  健 太 郎       委   員  定  森    光 

委   員  國  安  政  典       委   員  前  川  隆  史 

委   員  竹  内  孝  代       委   員  熊  谷  誠  一 

委   員  太  田  秀  子       委   員  田  中  啓  介 

委   員  吉  岡  弘  子       委   員  坂  元  みちたか 

委   員  波  田  大  専       委   員  成  田  祐  樹 

委   員  米  倉  み な 子  

 ――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――  

      開 議 午後１時 

    ―――――――――――――― 

●村山拓司委員長  ただいまから、第一部予算

特別委員会を開会いたします。 

報告事項は、特にございません。 

それでは、議事に入ります。 

最初に、日本共産党所属委員全員により提出

されました議案第１号 令和７年度札幌市一般会

計予算を撤回の上、再提出を求める動議を議題と

し、提案説明を受けます。 

●田中啓介委員  私は日本共産党所属委員を代

表し、「議案第１号 令和７年度札幌市一般会計

予算」を撤回の上、再提出を求める動議について

提案説明を行います。 

2022年から始まった物価高騰はとどまるとこ

ろを知りません。総務省の統計調査から、2020年

を100とした札幌市の消費者物価指数は、昨年12

月で111.9％と、５年前から約12％上昇し、中で

も、市民に欠かせない灯油の平均価格は50％増と

なっています。暖房が欠かせないため、燃油の高

騰が影響し、消費者物価指数の上昇率は他の政令

市を上回っています。 

さらに、雇用者報酬は平均年収450万円弱、世

帯年収では300万円未満が40％を占め、完全失業

率は、2021年度から政令市２番目、３番目の高さ

を推移しています。とりわけ、政令市の中でも平

均所得が低い札幌市では、経済的な不安から子育

てに希望が持てず、合計特殊出生率の低迷が続い

ています。 

大本には、国の子育て施策の不足があります

が、札幌市の人口減少緩和戦略である結婚、出

産、子育てを支える環境づくりが行き届いてこな
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かったことの表れであると言えます。 

このような中、住民の福祉の増進を図るとい

う地方自治の原点に立ち、市民の暮らしを優先し

た予算こそ、市民が求めているものであり、もっ

と暮らしを支える温かい施策を行うべきです。 

提案の第一は、子育て世代の応援と公共交通

の利用拡大等のための予算の確保です。 

１点目は、学校給食費の無償化、負担軽減の

実施についてです。 

学校給食は教育の一環であり、我が党は無償

化を求めてきました。 

２月21日、文部科学大臣は記者会見で、2026

年度以降の可能な限り早期の制度化を目指す方針

を示しましたが、小中学校同時ではなく、段階的

な実施が検討されているとのことです。 

義務教育無償化の趣旨を踏まえ、2023年度か

ら無償化している大阪市に続き、2025年度から無

償化に踏み出す福岡市長は、給食費負担の月々約

5,000円が子育て世帯の毎月の手取り額引上げに

匹敵するほどの効果が期待できると無償化導入の

理由を述べています。 

本市としても、国の制度化を待たず、子育て

世帯を応援する給食費の無償化、負担軽減に踏み

出すことを求めます。 

２点目は、地域公共交通の利便性向上及び利

用拡大についてです。 

バス路線の廃止や減便の背景には、運転手不

足があり、代替交通が整備されたとしても、根本

的な解消は望めません。市電を運行する札幌市交

通事業振興公社も、運転手不足による減便を発表

したところです。 

地域公共交通機関の利便性の低下は、利用者

の減少と経営悪化の悪循環を招くことから、運転

手の確保、育成ができる支援の強化とともに、利

用者負担の軽減やバリアフリー化など、利用拡大

につながる予算の増額を求めます。 

提案の第二は、市民合意のない事業や大型再

開発等に関わる歳出の削減です。 

１点目は、北海道新幹線推進関係費約56億

4,000万円についてです。 

３月14日、国土交通省の有識者会議が、開業

時期はおおむね2038年度末とし、さらに遅れる可

能性もあるとする報告書を国に提出しました。 

本市は負担する工事の範囲における工事費は

示されていないことから、本市の負担金は幾らに

なるのか示すことができないとしていますが、こ

れまで支出してきた地元負担金は、2014年度から

2025年度まで、見込みも含めて約240億円に上り

ます。今後、さらに地元負担の増大が予想されま

す。 

予期せぬ自然条件への対応や、資材高騰など

による工事経費の増大などにより、事業の効果を

示す費用便益比は、さらに低下する可能性があり

ます。見通しのないまま税金投入が続くことに市

民の理解は得られず、計画そのものを立ち止める

べきです。 

２点目は、新幹線札幌駅東改札口整備関連費

３億9,200万円についてです。 

同整備事業は、北海道新幹線の札幌延伸に伴

い、本市が整備する請願改札ですが、もともとは

ＪＲ北海道が新幹線駅舎の予定地を創成川以東に

変更したことによるものです。 

改札口は駅舎関連の基幹的な整備事業である

ことから、本来、国や鉄道運輸機構、ＪＲ北海道

が負担すべきです。あわせて、開業時期が遅れる

ことは確実であるのに、乗降客が利用する改札口

やその周辺整備を急ぐ必要があるのか、事業の見

直しが避けられないと指摘いたします。 

３点目は、都心アクセス道路の創成川通り、

直轄事業負担金、約20億円についてです。 

創成川通りの混雑度から見ても、アクセス道

路の必要性はなく、あえて市内中心部に車両を呼

び込むことは、公共交通の利用推進や脱炭素社会

の推進に逆行するものであり、人に優しく、環境

に配慮されたまちづくりの在り方に照らしても、

厳しく問われます。 

４点目は、民間再開発促進費約106億円につい

てです。 
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北５西１・西２地区、北４西３地区、大通西

４南地区の再開発促進費は、前年度比40億円増で

す。公共的な位置づけが欠かせない再開発を、投

資の呼び込みと位置づけて積極的に誘導してきま

したが、事業経費は当初から大幅に増大し、市の

補助金も膨れ上がってきました。再開発事業の位

置づけを根本から見直すべきです。 

５点目は、丘珠空港の将来像の実現、利用促

進に向けた取組としての丘珠空港関連事業推進費

8,200万円についてです。 

2023年の民間機の着陸回数は10年前より約

1,200回分も増加しているのに、騒音測定の方法

は、ＷＨＯが指摘する人の健康の保護を目的とし

たものとなっていません。騒音や周辺住民の影響

を詳細に調査、分析する必要があると考えます。 

地域住民の安全と健康、利便性向上など、描

く将来像がふさわしいものか再検討すべきです。 

６点目は、ＧＸ経済活性化の柱として、ＧＸ

投資推進費２億3,300万円、海外投資誘致費１億

1,900万円、半導体関連産業集積促進費１億8,300

万円です。 

予算はＧＸ産業を投資の対象とする資産運用

会社の誘致や、投資を呼び込むために必要なＧＸ

産業の認証基準の整備、水素燃料利活用の促進を

図るためのものです。 

市税の優遇措置に続き、資産運用会社など金

融機能の集積を図ることが、本市が目指す脱炭素

に結びつくのか不確実です。投資を呼び込む施策

を見直し、市内の再生可能エネルギーの拡大など

にかかる予算の充実を求めます。 

我が党は予算の中で、大型開発の見直しとと

もに、国などの事業に本市が負担している負担金

等の費用見直しを求め、市民の暮らしを守り、中

小、小規模企業の支援、労働者の賃金引上げ、急

がれる老朽インフラの更新、改修のために活用す

ることが重要と考えます。 

よって、秋元市長が提案しました2025年度予

算案を組み替えて、再提出を求めるものです。 

各委員の皆様のご賛同をお願いし、動議の提

案説明を終わります。 

●村山拓司委員長  それでは、動議に対する質

疑を行いますが、通告がございませんので質疑を

終了いたします。 

本委員会に付託されました全案件及び動議に

対する討論を行います。 

●和田勝也委員  私は、ただいまから自由民主

党議員会を代表して、第一部予算特別委員会に付

託されました令和７年度予算並びにその他諸議案

について賛成する立場で、また、本定例会の議案

第16号 札幌市誰もがつながり合う共生のまちづ

くり条例案に関する陳情108件については不採択

とすべきもの、日本共産党提出の動議には反対の

立場で簡潔に討論を行います。 

我が会派は昨年1１月、札幌市に対し、令和６

年度予算編成に向けた政策提言書を提出し、札幌

市が成熟した魅力ある都市としてあり続けるた

め、脱炭素社会の実現に向けた対応のほか、北海

道新幹線の早期完成と都心整備、国土強靭化と丘

珠空港の機能強化、子ども施策、福祉施策の充実

など、将来にわたって活力ある都市の発展と安全

安心なまちづくりに向け、積極的な市政執行の推

進を求めたところです。 

そのためには、老朽化したインフラを再整備

しつつ、脱炭素社会や共生社会の実現に向けた将

来への投資を進め、国内外から人、物、情報を引

きつける、稼げるまちを実現し、若い世代が地元

で就職し、結婚し、安心して子どもを産み、育て

ることのできる希望を持てるまちにしていかなけ

ればならないと考えます。 

ラピダス社に関する取組や、北海道日本ハム

ファイターズに係る取組などの状況を見ますと、

まちづくりの観点からも、周辺市町村に遅れを

取っている状況もあり、我が会派としても非常に

危機感を持っております。 

人々の行動変容やデジタル化の進展、気候変

動に起因する様々な変化など、世界の社会経済情

勢が大きく変わっていく中で、幾多の先人たちが

築き上げてきたこのまちを次の世代へ引き継ぐべ
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く、力強くまちづくりを進めていく努力を求めた

ところです。 

今回の令和７年度予算は、秋元市長３期目の

折り返しを迎え、アクションプラン2023に掲げた

事業を着実に推進するとともに、新たな行政課題

に的確に対応するもので、五つの柱である子ど

も・子育て支援、ＧＸ・経済活性化、ウェルネ

ス・ユニバーサル・スマート、安全・安心、喫緊

の課題への対応について積極的に計上したものに

なっております。 

一般会計予算は当初、予算計上額として１兆

2,666億円となり、前年度と比較して2.0％の増

と、過去最大の予算規模となっており、公債会計

を除く特別会計と企業会計を合わせた全会計予算

では１兆9,761億円と、積極的な予算編成の方向

性は評価できる内容と考えます。 

急速に進展する少子化により、昨年の出生数

は72万988人で、９年連続でのマイナスとなり、

1899年の統計開始以来、初めて80万人を割り込ん

だ2022年から僅か２年で、今度は70万人割れが目

前に迫ってきております。 

我が国は、社会機能を維持できるかどうかの

瀬戸際と呼ぶべき状況にあり、子ども・子育て政

策への対応は待ったなしの先送りの許されない課

題であると考えます。 

札幌市といたしましても、2024年の年間出生

数は前年比の787人減の9,669人となり、62年ぶり

に１万人を割り、10年前の2015年の１万4,667人

と比べ、34.1％減と急減しております。 

今後、人口減少が想定される中、戦略的、効

果的な取組に力を注ぎ、成長社会から成熟社会へ

移り変わる中、子どもを産み、育てやすく、子ど

もたちが安心して生活できるまちを目指し、成熟

社会にふさわしいまちづくりを進めていくため

に、本市が抱える重要な諸課題に対し、スピード

感を持って実行していく必要があります。 

また、物価高を上回る所得の実現に向け、持

続的な賃上げを可能とするための人への投資を進

めるよう求めます。 

さらに、将来にわたり安定的な行政サービス

を提供していくためにも、市税収入をはじめとす

る自主財源の確保等に努め、機動的かつ持続的可

能な財政運営に努めるよう強く求めます。 

それでは順次、我が会派が本特別委員会の中

で質疑した政策や事業について、特に指摘や意見

が必要と思われる事項について簡潔に申し述べて

いきます。 

最初に、予算査定の考え方と事業見直し、再

構築についてです。 

自助、共助、公助をもっと明確に示し、本当

に公助を必要とする方々には、行政が行政たる役

割を、そして、民間の方々が事業として担ってい

ただく役割については委ねる、これをしっかり切

り分けた中で予算配分、執行していく必要がある

と指摘します。 

また、事業の見直し、再構築については、財

政局が主体的に見直し、再構築を進めることも、

全体を見通せる役割としては必要な場面もあるの

ではないかと指摘をいたします。 

次に、新たな都市づくりに向けた課題につい

てです。 

まず、ペロブスカイト太陽電池の実証実験に

ついて、周囲施設の屋根、壁面、窓ガラスなど、

より実際の建築環境に近い条件での長期的な発電

データを収集し、積雪寒冷地における適用可能性

を綿密に分析することが必要であり、札幌市も他

都市の事例を参考に、企業や他自治体との情報共

有、連携を進め、より効果的な実証実験を行うべ

きと考えます。取組を進めることで、札幌市にお

けるペロブスカイト太陽電池の導入を加速させ、

再生可能エネルギーの普及拡大とゼロカーボンシ

ティーの実現に向けた大きな一歩となるよう求め

ます。 

次に、経済活性化と雇用に向けた課題につい

てです。 

建築工事における最低制限価格の引上げにつ

いて、令和７年度当初から速やかに対応すること

について大いに評価をいたします。建設業を取り
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巻く環境の変化は極めて早い状況にありますこと

から、今後も引き続き、地域の建設事業者の事業

環境に目を配り、丁寧に声を聞きながら、環境の

変化に適切に対応していくことを求めます。 

次に、特区を活用したＧＸ産業の集積に向け

た取組について、地域産業の集積と金融機能の強

化は、札幌が持続可能な成長を遂げる上で不可欠

であり、今後ＧＸ産業の集積を加速させるため

に、特区を活用した規制改革の推進、ＧＸ産業に

おける資金調達環境の整備、民間事業者との連携

の強化の３点について、規制改革の提案、実現を

進めるよう求めます。 

次に、地域交通支援制度について、協賛金や

広告収入といった財源の確保の他、バスの利便性

を高めていくことも収入増につながり、重要な取

組と考えているので、現金や回数券だけでなく、

キャッシュレス決済を取り入れるといったことも

検討するとともに、実証運行の中で様々な課題が

生じてくると思われますので、今後も引き続き、

札幌市がしっかりと支援していくこと、そして、

これからの路線バスに関する諸問題を解決する方

策として、調査、研究を継続することを求めま

す。 

次に、子育て環境の整備に向けた課題につい

てです。 

こども誰でも通園制度について、市内の供給

量確保を優先させるためには、各事業所でフレキ

シブルな運用ができるようにするため、現在の10

時間の利用時間の上限を延ばす、さらに、各事業

所が安心して子どもたちを受け入れる環境を整え

やすくするために、補助単価を引き上げるなどの

取組を行っていくよう、積極的に制度の改善を

図っていくよう求めます。 

次に、教育環境等の推進、充実に向けた課題

についてです。 

まず、学校を支える体制づくりについて、学

校を支える重層的な支援体制の中心的な役割を果

たすのは教育委員会であり、まずは教育委員会の

体制強化が必要です。 

重層的な組織をつくり上げ、教員の負担と抱

え込みを減らし、結果的に教員が子どもたちと接

する時間を確保し、学びの質を高めていくことを

求めます。 

次に、学校トイレの洋式化について、今や、

自宅でも外でも、ほとんど洋式トイレとなってい

る状況の中で、和式トイレを残す必要性は非常に

低く、今後は可能な限り、全てのトイレを洋式化

すべきと考えます。トイレの環境を整えること

は、子どもたちや学校職員にとって非常に重要な

ことであり、子どもたちのために取組を求めま

す。 

次に、地域の生活に即したまちづくりの検討

に向けた課題についてです。 

まずは客引き行為等防止条例について、客引

き対策は一朝一夕で解決できる問題ではなく、条

例を制定しただけで終わるものだけではありませ

ん。客引きの手法や活動形態は時代とともに変化

していくため、最新の状況を把握しながら、適時

適切な対策を講じていくことが不可欠です。行

政、警察、事業者、関係団体がそれぞれの役割を

果たしながら連携し、札幌市の繁華街が健全で安

全な場所となるよう粘り強い取組を指摘いたしま

す。 

次に、旧青葉小学校の跡地活用について、札

幌市が所有していた学校の土地は貴重な公有財産

であり、郊外住宅地では、地域コミュニティーの

推進、維持や活性化のために最大限有効に活用し

なければなりません。民間事業者に売却して終わ

りではなく、住民が幸せに暮らし続けられるよ

う、継続的にまちづくりを行うエリアマネジメン

トのような取組が重要であり、青葉地区において

も住みよい地域となるよう、地域との対話を続け

ながら、まちづくりの取組を進めていくよう求め

ます。 

次に、防災に向けた課題についてです。 

まず、救急車の適正利用について、限りある

資源である救急車を必要度の高い方々に効率よく

利用してもらえるよう、医療や♯7119を所管する
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保健福祉局などともしっかりと連携しながら、

様々な手段や工夫を講じて、市民の理解を深める

ための取組を模索していくことを求めます。 

次に、電気火災の増加に伴う対応について、

特に高齢者が多く犠牲になっていることを踏まえ

ますと、高齢者を意識した広報手法が非常に重要

です。民生委員、児童委員と連携した広報や、高

齢者がよく目にするチラシや、テレビを多く活用

するなど、高齢者に電気火災の危険性がしっかり

と伝わるよう発信し、１件でも不幸な火災を減ら

していくことを求めます。 

次に、市政執行と行政サービスの向上に向け

た課題についてです。 

まず、出資団体改革の取組について、出資団

体の改革に当たっては、設立目的に見合った事業

実施ができているかどうか、指標設定の設定方法

と成果指標の在り方がどのようになっているの

か、さらに、自立した団体とするために経営の安

定化を図っているのかという視点が重要です。ま

た、市役所としても、最少の経費で最大の効果を

出していくために、限られた資源の中で出資団体

をどう位置づけて、捉えていくのかをしっかりと

認識し、全庁一丸となり取り組んでいくよう、指

摘をいたします。 

次に、組織活性化について、職員が大胆かつ

斬新で、柔軟な発想で職務に臨み、行政サービス

に新たな価値を生み出すことにより、よりよい

サービスが市民に還元されると思います。職員が

前例踏襲にとらわれず、柔軟な発想で新たな課題

解決に挑戦する文化を根づかせるためには、組織

風土改革や職員の挑戦を促すマネジメントの推進

だけでなく、トップが向き合うべきゴールを明確

に示し、職員の自発的な取組を促進することが不

可欠であると指摘をいたします。 

最後に、札幌市誰もがつながり合う共生のま

ちづくり条例案についてです。 

我が会派は、本委員会に付託されました令和

７年度予算並びにその他諸議案について賛成する

ことから、本定例会の議案第16号に関する陳情

108件については、不採択すべきものとしました

が、本条例は、共生社会の実現に向けた理念条例

であるものの、実際に具体的な課題と直接向き

合っていくためには、個別の施策や事業を通じて

ということになります。 

具体的な個別の施策や事業については、丁寧

な議会議論などを経て、その必要性や是非を決定

していく必要があるものであり、毎年度、予算の

審議に際しては、我々としても市政の一翼を担う

立場として、是々非々で検証してまいりたいと考

えており、札幌市側においては、本条例に関する

議会議論等を踏まえ、こうした視点を決して忘れ

ないようにしていただく必要があると指摘をいた

します。 

以上、本特別委員会における我が会派の主張

のうち、主な内容のみ述べさせていただきまし

た。 

我が会派といたしましては、責任会派とし

て、これらの実現を通じ、引き続き、本市発展の

ため、責任を持って対応していく所存であります

ので、会派の皆様並びに理事者の皆様には十分ご

理解いただきますよう申し述べて、討論を終わり

ます。 

●たけのうち有美委員  私は民主市民連合を代

表し、第一部予算特別委員会に付託されました

2025年度各会計予算案並びに諸議案については賛

成、「議案第１号 令和７年度札幌市一般会計予

算」を撤回の上、再提出を求める動議には反対、

並びに議案第16号 札幌市誰もがつながり合う共

生のまちづくり条例案に関連する陳情108件につ

いては、不採択の立場で討論を行います。 

エネルギー価格や食料品を初めとする生活用

品の物価高騰が長期にわたって続いています。市

民の暮らしに深刻な影響を及ぼすとともに、企業

を取り巻く経営環境もより一層厳しさが増してい

ます。加えて本市においては、地域経済の担い手

となる生産年齢人口の減少に伴い、労働力が不足

し、地域の公共交通やインフラの存続、経済成長

の鈍化による地方税収の減少など、社会的、経済
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的課題の深刻化が懸念されています。 

こうした状況の下、秋元市長３期目の任期折

り返しを迎える2025年度の当初予算案は、子ど

も・子育て支援のさらなる拡充や、ＧＸ産業の集

積と金融機能の強化集積に向けた取組、人手不足

が深刻化している業界への支援などを重視し、一

般会計の総額は前年度比２％増の１兆2,660億円

と過去最大の規模となりました。 

厳しい財政状況の中、限られた資源を効果的

に配分し、自然豊かで魅力あるこのまちを持続可

能な形で引き継いでいくための予算となってお

り、我が会派は評価しています。 

秋元市長が掲げる誰もが安心して暮らし、生

涯現役として輝き続けるまちと、世界都市として

の魅力と活力を創造し続けるまちの実現に向け、

その歩みを着実に進めていかなければなりませ

ん。我が会派は引き続き、そのための政策提言を

行っていく決意です。 

それでは、第一部予算特別委員会において、

我が会派の委員が取り上げた各局の課題につい

て、提言を含め、順次述べてまいります。 

まず初めに、財政局です。 

札幌市も生産年齢人口の減少により、今後の

一般財源の増加には期待できない状況となってい

ることから、本市の独自事業については、将来の

在り方を市民に提示し、議論していくことが必要

です。 

市民生活に必要であると各部局で判断した施

策は、ぜひ実施に向けて庁内での情報共有を進

め、検討することを求めます。 

新年度から建設業及び設計、測量業務の最低

制限価格や、軽易な設計変更の上限額を3,000万

円未満に引き上げ及びフレックス工期対象工事の

拡大を評価します。 

今後、設計変更に伴う扱いは、関係規定等に

基づき処理し、諸経費を支払うべきです。また、

電子契約及び役務３業務応札時の社会保険料、納

入証明書の提出の早期実現を強く求めます。 

次に、選挙管理委員会です。 

投票支援の一つである代理投票について、市

民にあまり知られていないと考えられることか

ら、必要な方に情報が届くよう、積極的な周知を

求めます。 

次に消防局です。 

本年10月から、札幌圏消防指令センターで消

防指令業務の共同運用が開始されます。連携中枢

都市圏には類似した住所などが複数あるため、

119番通報時に正確な住所の伝達など、注意点を

市民に広く周知することを求めます。また、救急

隊員や職員の労働負荷を軽減し、働きやすい環境

を整えるよう求めます。 

次に危機管理局です。 

新年度、本市で初開催となる冬の総合防災訓

練においては、要配慮者支援に重点を置き、プレ

ミストドームの機能性を生かし、幅広く、市民や

関係団体が参加できる訓練とすること、また、災

害時、物資供給実動訓練においては、継続的な実

施と検証を重ねるよう求めます。 

次に、環境局です。 

円山動物園のホッキョクグマを含む、海外に

生息する野生動物の保全とともに、北海道ゾーン

の整備により、道内の動物種の保全の重要性を伝

えていく取組に期待します。また、老朽化した施

設の更新や、鳥インフルエンザ対策、アクセス性

の向上の検討を求めます。 

製品プラスチックのステーション回収の実証

実験を一部地域で実施する際には、町内会の負担

に十分配慮するとともに、将来にわたって持続可

能なステーション収集の在り方や、ごみ減量の観

点から慎重に検証を重ね、よりよい手法を検討す

るよう求めます。 

次にまちづくり政策局です。 

国際金融都市実現に向けたプロモーションに

ついては、海外の資産運用会社などに、札幌の特

性や優位性を伝えることが重要です。経済観光局

等の海外企業誘致と連携するなど、様々な手法に

挑戦するとともに、市民理解の促進にも取り組む

ことを求めます。 
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本市の官民連携を推進するため、市内の企

業、ＮＰＯ等事業者への周知の強化を求めます。

あわせて、協働する市役所の実現のため、研修の

充実や部局を超えた成功事例の共有を進めること

を求めます。 

市民の生活交通を守るための総合的な政策と

して、バス路線維持補助制度の見直しをはじめと

する生活交通確保対策パッケージの取組を強化し

ます。 

新規人材の確保や外国人材受入れの取組につ

いては、丁寧に取り組むよう求めます。 

居心地がよく歩きたくなるまち、いわゆるウ

オーカブルシティーの推進に向けて、市民、事業

者、行政が一体となってつくり上げていけるよ

う、また、取組状況が市民に見えるよう進めるこ

とを求めます。 

次に、総務局です。 

2026年11月の本市公式ホームページのリ

ニューアルに向けて、誰もが使いやすく、正確で

最新の情報を市民に提供できるよう刷新されるこ

とを期待します。特に、各部局で異なる情報や発

信方法を全庁的に見直し、改善すべきであること

から、そのための増員配置を強く求めます。 

次に、デジタル戦略推進局です。 

戸籍の振り仮名制度については、引き続き、

国の動向を注視しながら情報収集に努めるととも

に、５月の制度開始に向けて、職員と市民にしっ

かり周知し、準備を進めるよう求めます。 

行政サービスの高度化に向けた生成ＡＩの活

用に向けては、実証実験を通じて効率化と市民

サービス向上を目指し、情報漏えいや不正確性の

課題を綿密に検証、改善を重ねながら、職員の意

見や民間のノウハウを生かし、精度の高い最適な

システムを構築するよう求めます。 

アクションプランの目標である区役所の繁忙

期の待ち時間20分短縮に向け、デジタル技術を活

用した窓口業務のＢＰＲを進め、効果的な施策は

速やかに全区へ展開するとともに、行政ＤＸ推進

室による全庁的なＤＸの推進を求めます。 

次に、市民文化局です。 

困難女性支援に伴う悪質ホスト対策について

は支援調整会議を中心に、民間団体や地域関係団

体を巻き込み、困難を抱える女性たちへの広報、

啓発、相談、居場所づくりなど様々な支援を一層

充実することを求めます。 

札幌文化芸術センターＳＣＡＲＴＳは、アー

ティストらの活動を支援するための相談窓口があ

りますが、相談ニーズに十分応えられていない現

状があります。アウトリーチによる積極的な課題

の把握、専門的な知見を生かした相談対応の強化

を求めます。 

次に、子ども未来局です。 

病児・病後児、保育事業の市民の利便性を高

めるために、新年度からネット予約システムの導

入及び受入れ施設への委託費の加算を高く評価し

ます。 

発達に課題があるが、診断基準に満たない子

どもについても、保育所において適切な支援が受

けられる環境を整えることは、子ども一人一人の

健やかな成長に必要です。障害児認定は受けてい

ないものの、発達に課題がある子どもを受け入れ

ている保育所に対しては補助制度など、より充実

した支援を早急に実施すべきです。 

本年９月より、本市で２所目となる東部児童

相談所が開設されます。虐待や不適切な養育を受

けた子どもを安全に受け入れ、送り出す、地域の

拠点としての役割を果たすための連携、体制強化

と環境づくり、さらなる専門職配置や職員の育

成、事務業務の改善に取組を求めます。 

新規事業である社会的養護自立支援拠点事業

については、札幌市の財産である地域に根ざした

社会資源と連携し、社会的養護の子どもたちの居

場所などの選択肢が増えるよう取り組むことを求

めます。 

最後に、教育委員会です。 

学校プールの他施設利用は、子どもや教員か

ら負担軽減や水泳技術の向上など好評を得てお

り、受入れ施設の拡大には意義があります。一方
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で、市内プールの数やバスの確保などの課題があ

るため、中長期的な視点で、１施設当たりの受入

れ校数の拡大や施設のさらなる確保に取り組むこ

とを求めます。 

学校のトイレに生理用品を配置することは、

子どもたちが安心して学べる環境を整えることか

ら評価します。配置の際には、学校に負担になら

ない方法に努めることを求めます。 

日本人男性の20人に１人に色覚特性があるこ

とから、学校においても色の個人差によらず、誰

もが見やすい教室環境や指導を進めていけるよ

う、カラーユニバーサルデザインの普及に取り組

むことを求めます。 

議案第16号 札幌市誰もがつながり合う共生

のまちづくり条例案についてです。 

近年、世界的に人権意識の高まりと合わせ、

多様性への理解を深める必要性が叫ばれています

が、本条例案は、そうした国際的な潮流にも合致

するものと考えます。 

これまで我が会派は、共生社会の実現に向け

て、全ての人の人権が尊重され、多様性や価値観

を認め合うことを各種施策に反映することを提言

してきました。本条例案の制定は、年齢、性別、

性的指向、性自認、障がい、国籍など、あらゆる

属性を持つ人々の多様なニーズに対応した政策の

推進を促す誰もが自分らしく生きられる社会の実

現につながっていくものであり、大きな意義があ

ると考えます。 

本条例案は、差別や偏見がなく、誰もが互い

にその個性を尊重され、能力を発揮できる多様性

と包摂性が強みとなる社会を共生社会と定義した

上で、その実現に向け、三つの基本理念、市の責

務、市民、事業者の役割を明確化し、市の施策の

基本事項を定めています。また、附属機関の設置

による継続的な検討や市民、事業者との協働によ

る施策推進を規定しており、これは、共生社会の

実現に向けた具体的な取組の開始を意味するもの

と理解します。 

一方、本条例案には、108件の陳情と2,000件

を超えるパブリックコメントが寄せられました。

意見には、多様性や包摂性への懸念など、慎重議

論や制定に否定的なものもありました。それゆえ

に、本条例を制定し、異なる文化や価値観を持つ

人々への共感と受容を高め、市民に多様性への理

解を深めていくことが必要であると考えます。多

様な人々が互いに尊重し合い、協力し合う社会

は、社会全体の豊かさを生み出します。我が会派

は、本条例の制定が対話と相互理解の下、誰もが

安心して自分らしく暮らし、活躍できる共生社会

の実現に向けた取組の一歩となることを期待して

います。 

よって、議案第16号 札幌市誰もがつながり

合う共生のまちづくり条例案については賛成、本

条例案に関連する陳情108件については不採択と

すべきの立場です。 

以上が、第一部予算特別委員会において、我

が会派に所属する各委員が提言、要望を交えて

行った主な質疑です。 

市長をはじめ理事者の皆様におかれまして

は、各委員の指摘、提言について、今後の市政運

営に積極的に反映していただくことを求めまし

て、私の討論を終わります。 

●竹内孝代委員  私は、ただいまから公明党議

員会を代表し、本特別委員会に付託されました令

和７年度各会計予算、及びその他の諸議案につき

まして、これを賛成。本予算に対する動議につい

ては反対、陳情108件については、不採択すべき

ものとの立場から討論を行います。 

札幌市は秋元市政３期目の折り返しの年とし

て、施政方針に掲げる二つの未来の札幌の姿であ

る、誰もが安心して暮らし生涯現役として輝き続

ける街と、世界都市としての魅力と活力を創造し

続ける街の実現を目指すこととしております。 

我が会派では、令和７年度の予算編成に当た

りまして、市民、業界、団体など、現場からの声

を踏まえ、より豊かで安心な社会の実現を目指し

た施策を力強く展開するため、物価高騰対策や防

災減災への取組、さらには保健、医療、福祉施策
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の充実強化等を188項目にまとめて、市長へ政策

提言、予算要望をいたしました。 

そうした令和７年度の一般会計当初予算は、

アクションプラン2023に掲げた事業を着実に推進

するとともに、子ども・子育て支援の拡充や、経

済活性化策を積極的に実施するほか、まちづくり

の重要概念であるウェルネス、ユニバーサル、ス

マートに基づく取組を着実に推進し、また、市民

生活を支えるために、物価高騰や人手不足などの

喫緊の課題に取り組むものとして、総額１兆

2,666億円を計上し、我が会派が主張してきた政

策も多く組み込まれていると認識をしておりま

す。 

これからの札幌市は、人口減少、少子高齢化

の中、道都として、また魅力ある国際都市として

成長し続ける必要があるとともに、脱炭素や共生

社会の実現、都市のリニューアル、災害に強いま

ちづくり、デジタル化の推進、子育て支援などに

加えて、燃油高物価高騰対策、気候変動による猛

暑対応や雪対策強化、バス運転手不足等の公共交

通の諸課題は、今後の札幌市の経済や市民生活に

大きな影響があると考えております。 

今後は、アクションプラン2023で掲げた施策

を着実に実施するとともに、喫緊の課題へのス

ピード感ある対応可能とするバランスに配慮した

財政運営に努めていくことが重要であります。 

それでは、本委員会を通じて、我が会派が取

り上げてまいりました主な諸課題等について順次

局別に提言、要望等を含めて述べてまいります。 

最初は財政局です。 

公共施設マネジメントですが、公共施設の整

備や管理については、新たな価値を創出しながら

リデザインしていく必要があることから、市民に

わかりやすく、理にかなった方法で施設を分析す

るなど、今後の在り方について市民理解に努める

ことを求めます。 

建設工事の入札見積り期間の設定について、

建設業の人手確保のためには、働き方改革などの

待遇改善につながる取組が重要であることから、

入札見積期間の延長などを含め、建設業が抱える

課題に寄り添った入札制度の改善を要望いたしま

す。 

次に、消防局です。 

女性消防団員の活躍推進については、本市の

推進会議のさらなる充実とともに、全国女性消防

団員活性化大会の札幌開催を通して、団員の活躍

推進に向けてしっかりと取組を進めることを要望

いたします。 

地域防災指導員については、消防団業務アプ

リの導入によるＤＸ化などの効率化の取組と並行

しながら、地域防災指導員の増員と充実に向けて

取り組むことを求めます。 

救急活動のＤＸについては、より効率的な救

急活動を目指して、救急体制の強化を図っていく

ことを要望いたします。 

次に、危機管理局です。 

マンホールトイレについては、災害時におけ

る被災者へのケアを強化するため、マンホールト

イレをはじめとした避難所生活の環境整備を積極

的に進めていくことを要望いたします。 

防災ＤＸ事業の推進については、このたびの

導入を高く評価するとともに、今後も関係機関と

連携の上、最新の事例や、地域特性を踏まえた知

見を取り入れ、全国をリードする本市の防災ＤＸ

の取組を進めていただくよう求めます。 

次に環境局です。 

製品プラスチックのリサイクルについて、収

集運搬と資源化、そして製品化する施設との連携

が重要であることから、札幌市がしっかりとリー

ダーシップを取っていくことを求めます。 

動物園応援基金の活用と来園者サービスの向

上については、円山動物園が動物福祉の向上に力

を注ぐとともに、来園者にとっても魅力的で、市

民が誇れる動物園へとさらに成長する取組を進め

るよう求めます。 

次に、まちづくり政策局です。 

初めに、札幌市誰もがつながり合う共生のま

ちづくり条例案についてですが、我が会派は、差



 

- 409 - 

別意識や差異へのこだわりを克服することこそ、

平和と普遍的人権の創出への第一義であると考え

ております。生命尊厳の時代を目指し、開かれた

対話を通じて、誰一人取り残さない、そして、誰

もがつながり合う共生社会の実現が今、求められ

ております。共生社会とは、理想と現実のはざま

で、少しでも現実を理想に近づける挑戦であり、

どこかにゴールがあるものではありません。引き

続き、こうした挑戦を続けることに、共生社会を

目指す本質があるとの考えから、様々な声を受け

止めながら、共生社会に向けた取組をしっかりと

進めるよう求めます。 

札幌市雪対策審議会については、産学官一体

となった技術革新や新しい切り口からの取組につ

いて、スピード感を持って進めていただくことを

求めます。 

令和７年度の水素利用拡大に向けた取組につ

いては、水素が身近になる試みを参考にして、さ

らなる水素の利活用、工業分野や観光産業分野に

も広げていただくよう求めます。 

札幌市立大学における共生社会の実現に向け

た取組については、教育機関として、教育や研

究、成果の発信を通じ、共生社会の実現に向け貢

献していくことを期待しております。 

北海道新幹線の札幌延伸に向けた機運醸成に

ついては、来年度も引き続き様々な機会を捉え

て、新幹線の魅力を伝えていく取組を行い、札幌

延伸に向けた機運醸成の取組を続けていただくこ

とを求めます。 

丘珠空港については、北海道エアポートとの

連携協定を通じて、空港ターミナルビルの短期

的、中長期的な課題やノウハウの共有などを進

め、検討、改善を進めていただくことを要望いた

します。 

都市再開発方針の見直しについて、再開発

は、まちづくりを進める上での重要な手法である

ことから、引き続き、次期方針の策定に向けた検

討を進めていただくとともに、市民をはじめ民間

事業者にもわかりやすい情報発信に努めていただ

くよう要望いたします。 

代替交通と地域交通の導入については、バス

路線の廃止や減便が続く中で、市民の足を守るた

めの体制維持に向けた新たな取組も含め、さらな

る支援策の強化を要望いたします。 

中島公園駅周辺地区のまちづくり及び創成東

地区のまちづくりについては、地域にある特長を

生かして、札幌市内でここでしかできないという

ような魅力あるまちづくりの推進を求めます。 

円山バスターミナルの再整備については、早

期改修に向けてスピード感を持って検討を進めて

いただくことを要望いたします。 

次に、総務局です。 

行政事務センターについては、本来求められ

る市民サービスや新たな企画立案といった課題に

職員の力を結集すべく、中長期的な市役所のある

べき姿を提示しながら、歩みを止めることなく、

事務事業の評価、見直しを進めていくことを求め

ます。 

外国籍市民の社会参画促進については、多文

化共生を目指し、社会全体で相互理解が進むよう

取り組むことを要望いたします。 

次に、デジタル戦略推進局です。 

マイナンバーカードの普及に係るコンビニ交

付の利用促進については、コンビニ交付の手数料

減額は、マイナンバーカードの利便性を実感して

もらう非常によい機会であることから、周知に力

を入れて、利用促進をさらに進めていただくこと

を要望いたします。 

新・さっぽろモデル事業については、デジタ

ル事業をきっかけとして、地域資源を掘り起こ

し、相乗効果を上げながら、地域課題と向き合っ

た事業展開を進めていただくよう求めます。 

区役所における新たな窓口スタイルについ

て、複数の手続をする際、窓口間の移動の負担軽

減や待ち時間の短縮が図られる、まとめて受付の

実現に向け、検討をしっかり進めていただくよう

求めます。 

次に、市民文化局です。 
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区役所庁舎のおくやみ窓口については、ご遺

族に丁寧に寄り添ったサービスとなるよう、利用

者のニーズを捉えながら、先行自治体の事例など

も参考としつつ、引き続き、サービスアップを検

討いただくことを要望いたします。 

困難女性支援に関する実態調査については、

女性支援を行う機関が綿密に連携すること、行政

と民間団体が対等な立場で協働することを念頭に

置いて、取組を進めていただくことを求めます。 

障がい児向け音楽ワークショップについて

は、多くの障がいのある子どもたちの参加ができ

るように、また、こうした取組が民間事業や団体

に広がっていくよう、しっかり事業の検証をしな

がら継続して行っていくよう要望いたします。 

文化芸術創造活動支援事業については、人間

相互の理解を促進され、社会連携も促進していけ

る文化芸術の力を市政課題解決に生かしていける

よう、本事業のさらなる推進と継続を求めます。 

市民集会施設へのエアコン設置に係る具体的

な検討状況については、今年の夏に間に合うよう

速やかに進めていただくこと、また、実施に当

たっては、各地域に対し丁寧に周知いただくこと

を要望いたします。 

次に、子ども未来局です。 

札幌結婚支援センターの取組については、活

発な活動を維持していくためにも、運営基盤たる

会員数の確保に特に注力していただくよう求めま

す。 

子育てデータ管理プラットフォームについて

は、より安心して子育てができる環境を整えるた

めにも、蓄積されるデータの質の確保、職員同士

の連携強化に向け、引き続きご尽力いただきます

ようお願いいたします。 

こども誰でも通園制度については、現場の声

を丁寧に聞き取りながら試行実施の検証を行い、

質疑で具体的に提言しました内容を踏まえ、利用

者と事業者のニーズに合った持続可能な、札幌に

ふさわしい制度の構築を要望いたします。 

５歳児健診については、乳児から就学前まで

切れ目のない健診体制を構築するに当たり、全国

に先駆けて、セルフチェックという形で取組を

行ってきた本市の検証を踏まえ、集団検診の実施

に向けて検討されるよう要望いたします。 

児童相談体制の強化及びこども家庭センター

については、東部児童相談所開設に向け、万全の

体制を敷くこと、また、今年度先行区に新設され

た、おやこ支援担当係長の効果検証を行い、今後

の配置の在り方を検討するとのことですが、10区

展開に向け、速やかな方針の決定を求めます。 

里親支援については、今後も家庭養育優先の

原則に基づき、里親制度を社会に広め、里親と里

親の下で暮らす子どもが安心して生活することが

できる社会を実現していくよう要望いたします。 

保健師による妊婦への支援については、地域

で孤独にならずに、母子が安心して子育てができ

るよう、妊娠期から切れ目のない支援の充実に努

めていくよう要望いたします。 

外出時に搾乳しやすい環境づくりについて

は、出産後の女性が子ども連れでなくても、授乳

室を搾乳のために気兼ねなく使用できる環境整備

をより一層進めていただくことを求めます。 

最後に、教育委員会です。 

メタバースを活用した不登校児童生徒の支援

については、事業を安定的に実施できる予算及び

支援に当たる人材を確保し、本格実施ができるよ

う要望いたします。 

星友館中学校については、今後も設立当初の

熱い思いを引き継いで、学びたいと思った方々に

学びを提供できるよう、引き続き支援していくこ

とを要望いたします。 

学校施設の冷房設置については、普通教室等

への設置を着実に進めるとともに、国の補助が拡

充されている間に計画的に取り組むべきとの考え

から、今後は体育館への設置に向け、調査結果を

踏まえ、実施に向けた前向きな検討を要望いたし

ます。 

市立高等支援学校の就労支援体制について

は、高等支援学校の間口の拡充や、就労支援の取
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組の促進など、障がいのある子どもたちの教育環

境がさらに充実されることを要望いたします。 

以上が本委員会の審議において、我が会派が

取り上げてまいりました質疑等の概要です。理事

者の皆様におかれましては、提言、要望を十分に

検討され、市政執行に当たられるよう強く要望い

たしまして、私の討論を終わります。 

●吉岡弘子委員  私は日本共産党所属委員を代

表し、本委員会に付託されました議案19件中、議

案第１号中関係分、議案第18号に反対、残余の議

案、我が党が提出した動議に賛成、誰もがつなが

り合う共生のまちづくり条例に関する陳情108件

に不採択の立場で討論を行います。 

2025年度の一般会計予算は1兆2,666億円、公

債会計を除く特別会計、企業会計を含む全会計予

算は１兆9,761億円です。 

予算案は、市民の暮らしの困難を打開すると

いう観点が乏しく、物価高騰で苦しむ市民の暮ら

しを支える施策が求められます。 

議案第１号 令和７年度札幌市一般会計予算

に反対する理由の第一は、市民の十分な合意形成

が図られていないまちづくり事業が含まれている

からです。 

北海道新幹線推進費56億4,200万円、新幹線札

幌駅東改札口整備関連費３億9,200万円、民間再

開発促進費106億円は、新幹線の2030年開業に合

わせて、都心リニューアルさせる大型開発です

が、総事業費と市の補助金が増加していくことへ

の評価と市税投入への検証なしに進めるべきでは

ありません。 

北海道新幹線札幌開業が2038年度以降にずれ

込むと言われており、改めて立ち止まり、建設負

担金の見通しや新幹線札幌駅での利用者数など需

要予測を明らかにすべきです。 

また、丘珠空港関連事業推進費8,200万円が、

丘珠空港の将来像の実現や、利用促進にかかる費

用として含まれておりますが、騒音拡大などの不

安は払拭されず、描く将来像そのものがふさわし

いものかを再検討すべきです。 

理由の第二は、マイナンバーカード推進費８

億9,120万円と、システム改修費用8,382万円が含

まれているからです。 

健康保険証の新規発行停止とマイナ保険証へ

の一本化が強行されましたが、システムの根幹に

関わるトラブルが多発し、解除申請が累計５万

8,000件を超え、広がっています。マイナンバー

制度は個人情報の漏えいの問題に対応策がないこ

と等から反対です。 

反対する理由の第三は、マンモス校化が懸念

される真駒内地区新設義務教育学校の新築工事

や、（仮称）厚別南・青葉地区義務教育学校新築

工事費等26億937万円が学校施設新改築費に含ま

れ、真駒内地区新設義務教育学校関連として

1,249万円が学校施設解体費に含まれているから

です。 

議案第18号 令和７年度札幌市職員定数条例

の一部を改正する条例案に反対する理由は、駒岡

清掃工場運営維持管理業務を民間への包括委託

や、学校や保育園給食業務の委託拡大などで103

人を削減するからです。 

誰もがつながり合う共生のまちづくり条例に

関する陳情108件についてです。 

同条例案が言うところの共生社会は差別や偏

見がなく、誰もが互いにその個性や能力が尊重さ

れ、多様性と包摂性が強みとなる社会ということ

を位置づけています。障がいのある方やアイヌ民

族の方への実態調査によって、特性があることで

差別を受け、嫌な思いや生きづらさを抱えている

ことは明らかとなっています。 

条例案は、様々な意見があるからこそ、しっ

かりと対話をしていく。そのような機会をつくる

ためにも必要であると申し上げます。 

次に、本委員会で取り上げた諸課題について

申し述べます。 

危機管理局です。 

避難所運営研修と地域防災人材の育成につい

てです。気候変動の下、自然災害の被害を最小限

に抑えるため、市民との協働で地域の防災力を高
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めていただくよう求めました。 

総務局です。 

会計年度任用職員制度についてです。会計年

度任用職員の任期は、同一職場で上限３年となっ

ていましたが、有為な人材が公務外に流出するな

どの弊害が生じている実態があることを受け、国

は公募によらない任用限度を廃止しました。 

本市も任用限度を撤廃し、専門性を有する会

計年度任用職員のスキルやノウハウを生かし、市

民に寄り添った質の高いサービスを提供すべきで

あり、雇用の安定を図るべきです。 

まちづくり政策局です。 

都心部への自動車の利用、流入の抑制につい

てです。本市は2030年には、2016年比で55％から

60％の温室効果ガスを削減するという目標を掲げ

ています。都心部への車の流入抑制策であるパー

クアンドライド駐車場の利用状況は、契約率75％

と横ばいで推移しています。一方、都心部への車

の流入量の推移については、環状通内側主要９か

所を測定しているだけで、都心部としての測定は

していないことが明らかになりました。 

環境首都札幌を実現する上で、都心の自動車

の過度な流入抑制は重要な施策です。現状把握す

るよう求めます。 

財政局です。 

宿泊税についてです。宿泊税は税収規模の議

論が先行し、宿泊者や、宿泊事業者に納得を得た

とは言い難いまま進んでいます。宿泊事業者と継

続的な対話の場をもっと持つよう求めます。 

市民文化局では、埋蔵文化財について質問し

ました。 

現在、市内543か所の遺跡調査結果について公

開し、新たに中央区、西区に所在する遺跡の発掘

調査を実施する予定であるとのことです。効果的

な市民への情報発信、周知啓発を進めるよう求め

ます。 

子ども未来局です。 

子どもの貧困対策についてです。 

子どもの貧困対策は、子ども未来局、福祉や

教育などの関係部局と財政局で構成する子どもの

権利総合推進本部の下で取組が進められています

が、各部局が展開している貧困対策に資する個別

の事業について、各部局が情報共有し、推進本部

がスピード感を持って進めることを求めます。 

こども誰でも通園制度についてです。こども

誰でも通園制度は、法律上、教育、保育を保障す

る制度ではなく、乳幼児への遊び及び生活の場の

提供となっています。 

本市でも、今年度から試行的事業が行われて

いるところであり、その検証もないうちに、子ど

もの安全、保育の質の維持など、子どもの発達に

とって様々な課題が考えられる制度の本格的実施

は慎重であるべきです。 

保育士修学資金貸付事業についてです。貸付

金返還が免除となる５年間勤務の要件を満たせ

ず、返還免除とならない方が137人いるとのこと

でした。保育士が働き続けられる環境整備と処遇

改善を求めます。 

次に、環境局です。 

札幌市における事業系生ごみの処理状況につ

いてです。生ごみ処理について、昨年竣工したバ

イオガス発電施設により温室効果ガスの発生を抑

制しながら発電を行い、発酵残渣も肥料化できる

など、エネルギーと資源の地域内循環が促進され

ています。今後、処理量を増やしていく段階で、

予期せぬ環境負荷などに注視し、食品ロスの取組

も工夫していただくよう求めます。 

最後に、教育委員会です。 

学校トイレへの生理用品配置についてです。

我が党が繰り返し求めてきた学校のトイレに生理

用品を配置することについて、来年度から全ての

市立小中学校、高校に配置されるとのことでし

た。 

配置に当たっては、児童生徒の声を反映して

工夫するとともに、体調不良や様々な悩みを気軽

に教員などへ相談できる人員体制の充実と、学校

環境整備を求めます。 

教育でのＩＣＴの利用についてです。 
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学校に１人１台端末が貸与されて４年、授業

や学習への利用が普及しているとのことでした。

教育でのＩＣＴの利用に当たっては、あくまでも

学びを補完するツールとして、子どもの健康や発

達などへの影響を十分に考慮すべきです。 

 東区、札苗北中学校の校舎増築についてです。

このたび、大規模校である札苗北中学校の増築予

算が計上されました。市内で唯一、特別支援学級

の開設見込みがありませんが、特別支援学級にも

使用可能な普通教室の増築や、大きな課題であっ

たトイレの不足の解消などが見込まれます。校区

内の小学校の特別支援学級に通学している児童や

保護者に早く周知をし、支援学級開設の要望に応

えていただきたいと求めました。 

 以上で、私の討論を終わります。 

●坂元みちたか委員  我が会派といたしまして

は、第一部に付託されております議案第16号 札

幌市誰もがつながり合う共生のまちづくり条例案

について、反対、係る陳情については採択、議案

１号 令和７年札幌市一般会計予算及び残余の議

案については賛成、予算案動議については、反対

の立場で討論を行います。 

 まず、議案第16号 札幌市誰もがつながり合う

共生のまちづくり条例案についての反対の理由か

ら、申し述べさせていただきます。 

 この素案は、性の多様性、障がい者、外国人な

ど、複数の差別条例を一括したものであります。

条例案の性質は、検討会議の議事録を拝見する限

り、なかなか政治色が強く、思いとは逆に当事者

差別を誘発するおそれがあり、実は、この条例案

こそ、昨今、諸外国で廃止の例が後を絶たないＤ

ＥＩ条例そのものであると我々は感じておりま

す。 

ＤＥＩ条例を成立させた諸外国の状況は、予

算をかけることで差別が解消されたという学術根

拠はまだ乏しく、多様性教育の効果も証明されて

はおりません。むしろ、予算が重点的にかけられ

る分野に変化が起き、既存の事業予算が削られ、

様々な行政サービスの低下を招くことが散見され

ております。昨今の最新の国際情勢から鑑みます

と若干遅いというか、周回遅れの感がございま

す。今となっては、本市が掲げる海外の金融機関

誘致にとっても、むしろ、マイナス要素の方が大

きいと言わざるを得ない内容と考えます。 

また、本議会の代表質問において、市長から

は、仮にこの条例案が否決されるということは、

むしろ札幌はそういう国際性、許容性の反対をし

ている都市だということを表明してしまうことに

なるのではないか、そのことを大変懸念しており

ますという答弁がありました。 

しかし、その理屈では、既にＤＥＩを見直

し、廃止を行ったマイクロソフト、Ｇｏｏｇｌ

ｅ、アマゾン、メタ社などといった世界的企業は

国際性、許容性に反対する企業だということに

なってしまうわけであります。 

また一方で、何が差別に当たるのかという差

別の定義が確定していない以上、差別か否かを判

断するのは、検討委員の関連する団体がその職に

就くのは想像に難くなく、有識者会議の議事録を

見る限り、そういった団体が罰則規定を設けるこ

とを強く望まれている以上、自由な言論が萎縮し

てしまいます。 

誤った正義感の押し付けがあれば、それこそ

が差別になってしまいます。制定後は、議会での

発言の自由が損なわれることすらも懸念されま

す。そうなることは、まさに多様性の排除、マイ

ノリティ排除、反対意見を持つ者への弾圧そのも

のとなります。 

本定例会で拙速な採決を行うこと自体、多様

性の尊重を否定することと感ずるところです。 

本条例案は、本来であれば、市民への十分な

説明と機運の醸成が必要であり、そのためには、

審議時間があまりにも短すぎました。我が会派

は、この条例案については反対の立場でありま

す。 

続きまして、本委員会で我が会派の委員が主

張しましたことを、提言を交えて述べてまいりま

す。 
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まず１番目、選挙管理委員会の選挙運動費用

についてであります。 

近年の物価上昇や賃金上昇により、例外な

く、各所で人員の確保が困難になっていることが

世の中の大きな問題になっております。 

選挙活動もご多分に漏れず、必要な人員の確

保が困難になっております。これは、特に企業や

団体の支援を受けることがかなわない候補者に

とっては深刻な問題であり、公平性の観点からも

大きな問題であります。 

このため、選挙運動費用の支払い限度額や公

費負担の上限について、これを賃金や物価の動向

を踏まえた水準まで見直していただくことを求め

ておきます。 

２番目、総務局でございます。 

市庁舎の冷暖房について、以前、市長は市庁

舎の冷房温度設定を20度から28度で運用している

旨を発言しておりましたが、近年の猛暑には対応

できていないと感じるところです。エネルギー節

減や環境への配慮は理解できますが、来庁される

市民の健康の悪影響及び熱中症への対策を怠るの

は、行政としての不作為であります。また、暑さ

による職員の作業効率、生産性の低下は著しく、

最低でも室内温度28度以下の遵守を強く求めてお

きます。 

３番目、子ども未来局であります。 

市内で多発する実子誘拐の件について、近

年、片方の親による子どもの連れ去り、これを実

子誘拐と呼んでいるわけでございますが、これが

大変増えております。 

法務局の検察統計によりますと、2023年には

全国で551件、札幌市では過去４年間で62件、直

近の2023年には26件と実子誘拐の数は過去最多を

記録しております。 

また、子どもへの影響を考えて、実際には泣

き寝入りをするケースが多く、被害数は統計数以

上に上がることが推測されるところであります。 

要となる相談窓口、子どもアシストセンター

は、連れ去った側は刑法224条に該当する、加害

者側の言い分のみをうのみにするだけで、実質は

地方に丸投げで機能しておりません。また、適切

な調査支援も行われていません。 

既に、令和７年３月13日の参議院法務委員会

で示されたように、家庭裁判所では親子関係を守

ることはできないのです。むしろ、調停委員や裁

判官の方針は一人親家庭を生むことに終始し、む

しろ積極的に断絶させてしまう司法判決も数多く

散見されるところです。 

本市の法的には問題がないという積極的に関

与しない対応は、国家損害賠償請求のリスクをは

らみ、市民の信頼を損なうものであります。 

現在、世界的には、実子誘拐問題は北朝鮮に

よる拉致問題などと同等に、誘拐あるいは拉致と

して扱われており、札幌市の消極的態度は、拉致

問題解決という日本国の悲願達成を遠ざけるもの

でもあります。 

また、平成20年に制定した子どもの最善の利

益を実現するための権利条例を遵守しておらず、

これから制定されようとしている共生社会条例の

多様性を尊重しないという面もございます。 

実子誘拐防止への取組を多角的に進めている

自治体がある中、札幌市の対策は少々出遅れてお

ります。 

一方で、この事案は国際問題ともなりうる事

案であります。各国大使館、領事館が行ってい

る、日本に住む場合や国際結婚する場合に対して

のリスク喚起として、ホームページなどで実子誘

拐被害に遭う危険性に対して警鐘を鳴らしている

状況であり、本市の対応では重罪を助長している

と諸外国から批判されても、否定することができ

ません。 

面会交流の実効性を確実に担保し、子どもへ

の発育への悪影響を最小限に抑えることを心が

け、離れ離れになっている父と子、母と子の親子

関係を切り離す人権侵害の是正と、改めて児童の

権利条約９条、これを守ることを強く要請してお

きます。 

４番目が教育委員会です。非親権者、非同居
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親の学校行事への参加についてでございます。非

親権者、別居の親の学校行事への参加の許可を求

めます。 

子どもが両親と健全な関係を築けることは、

憲法13条に基づく人格権として保障されており、

学校が別居親の参加を制限することは、この権利

を侵害する行為であります。別居親の学校行事参

加を制限する行為は、全国で訴訟問題に発展して

おり、教職員個人に対しても罰則のリスクが伴い

ます。他都市では、子どもの権利を守るための取

組が進んでおり、全国的に遅れている札幌市の早

急な改善策を求めておきます。 

以上が今議会において、我が会派の委員が主

張してきたことでございます。 

以上、今後の市政にぜひとも反映していただ

きたく、最後にお願いをして、私の討論を終了さ

せていただきます。ありがとうございました。 

●波田大専委員  私はただいまから、日本維新

の会札幌議員会を代表し、第一部予算特別委員会

に付託されました令和７年度予算案及びその他の

諸議案については賛成、陳情108件に対しては、

不採択、先ほど上がりました動議に対しまして

は、反対の立場で討論を行います。 

令和７年度の一般会計予算は１兆2,666億円

と、過去最大の予算規模となっており、アクショ

ンプラン2023で掲げた事業を着実に進めていくと

ともに、喫緊の課題である物価高騰や、人手不足

などにも的確に対応していくものと受け止めてお

ります。 

特に、我が会派が公約として掲げておりまし

た子ども医療費助成の拡充につきましては、令和

７年度から対象が高校３年生にまで拡大され、子

ども医療助成費として約69億円の予算を確保いた

だきましたことは評価をしております。今後も、

我が会派が掲げる徹底した行財政改革を着実に実

行して財源を生み出し、子育て支援や教育の無償

化など、現役世代への配分にも、より一層取り組

んでいただくことを強く求めておきます。 

それでは、本委員会において、我が会派で取

り上げてまいりました政策や課題につきまして、

順次、局別に提言、要望などを含めて述べさせて

いただきます。 

初めに、財政局についてです。 

債権管理の取組について、令和５年度末時点

でまだ回収できていない債権が約152億円残って

おり、回収できないまま時効を迎えるなどして、

令和５年度には、約17億3,000万円が不納欠損と

なってしまっております。本来入ってくるべき歳

入をしっかりと確保し、市民負担の公平性を担保

するためにも、全庁的な債権回収の目標設定や進

捗管理に取り組みながら、未収金の回収状況を市

のホームページで公表するなど、他都市の事例な

ども研究しながら、絶えず改善を図っていただく

ことを求めておきます。 

次に、環境局についてです。 

清掃工場更新事業における事業方式につい

て、駒岡清掃工場では、設計から建設、運営、維

持管理までを一貫して民間事業者に委託すること

で、経費削減やサービス向上が図れるＤＢＯ方式

を採用した一方で、発寒清掃工場では、運営、維

持、管理を公共直営で行う基本計画となっており

ます。 

多額の公費を要する清掃工場の更新事業でご

ざいますので、どの事業方式で行うのが市民に

とって最も良い形となるのか、説明責任を果たせ

る形で、十分な比較検討を行っていただくことを

求めておきます。 

次に、まちづくり政策局についてです。 

第２次都市計画マスタープランの見直し案で

は、市街地の範囲について、今後20年間、人口規

模に応じた市街地の範囲は変更しないことを基本

とすることが明記されております。しかし、既に

人口減少局面に転じ、除排雪やバス運転手の人手

不足など、現時点で既に街の規模を維持していく

ことへの限界が顕在化しつつある中で、中長期的

な視点においては、街の規模を小さくしていくこ

とも念頭に置いた議論や検討を行っていかなけれ

ばならない段階にあることから、市街化区域を市
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街化調整区域に編入する逆線引きに既に取り組ん

でいる他の政令市の事例や、検討部会における有

識者からの指摘も踏まえて、計画期間である今後

20年間のうちに、市街地の範囲を見直すことも念

頭に置いた検討に着手していただくことを求めて

おきます。 

次に、総務局についてです。 

指定管理者の公募による指定について、６割

以上の施設において、公募でありながら、応募者

が１社しかない現状にあり、その要因の一つとし

て、選定時に、現指定管理者にだけ満点を上回る

得点が認められているという評価方法が他の事業

者の新規参入意欲を著しく妨げているのではない

かと指摘をさせていただきました。今後、１社し

か応募がない原因を調べるために、対話型の市場

調査を行うとのことでありましたが、現状の課題

などについて仮説を持ちながら、具体的な改善に

結びつくような、効果的な調査を行っていただく

ことを求めておきます。 

また、ノースサファリサッポロに対する札幌

市の対応について、他法令に違反している事業者

からの申請であっても、それぞれの許認可の根拠

法令などで定められた基準を満たしている場合に

は、営業許可などを拒否することはできなかった

とのご見解をお示しいただきました。本件に限ら

ず、複数の部局にまたがるような複雑な案件につ

いて、法制課が果たす役割は大きいと考えられる

ことから、全体最適や法令の目的にも目を向けな

がら、事務事業が適切に遂行されることを求めて

おきます。 

最後に、子ども未来局についてです。 

指定管理者制度による保育施設の運営につい

て、公立の保育施設22施設のうち、４施設につい

ては指定管理者制度が導入されております。 

いずれも非公募での選定となっております

が、指定管理者の選定時の評価などについて、札

幌市としてしっかりと確認を続けていただくこと

を求めておきます。 

以上が、本委員会で我が会派が提言や要望を

交えて行った質疑の主な内容でございます。 

市長をはじめ市理事者におかれましては、我

が会派の提言などを受け止め、今後の事業執行に

反映されることを強く求めまして、私の討論を終

わります。 

●米倉みな子委員  私は市民ネットワーク北海

道を代表し、本予算特別委員会に付託されました

市長提出による全ての議案に賛成、「議案第１号 

令和７年度札幌市一般会計予算」を撤回の上、再

提出を求める動議には反対、陳情108件は不採択

とすべきとの立場から討論を行います。 

札幌市の2025年度予算については、一般会計

の当初予算額は前年度比２％増の１兆2,666億円

と過去最大の予算規模となっています。 

市税収入は増加する一方、物価や人件費、高

齢化に伴う社会保障費の増加等により収支不足と

なり、272億円の基金を活用するものです。 

また、財政調整基金は、当初予算としては過

去最高額の104億円を取り崩し、25年度末でこれ

までの最低水準の122億円まで減少し、今後の財

政運営が危ぶまれます。 

市民ネットワークは、札幌市の財政において

財政規律を守り、将来世代へ過大な負担の先送り

をしない運営を求めてきました。しかし、市債残

高は臨時財政対策債を含めて、25年度末で１兆

6,915億円となる見込みであり、このうち、一般

会計分は１兆1,508億円と過去最高となっていま

す。臨時財政対策債を除いた全会計への市債残高

を市民1人当たりで換算すると約63万円という過

大な金額であり、市民は大きな負担を感じている

ことから、市債残高は削減していくべきです。 

物価高騰に収入増が伴っておらず、市民生活

は疲弊しています。今後の市政課題としては、人

口減少超高齢社会において、生産労働人口が減少

する中、限られた財源と社会資源を有効に活用す

るとともに、過度な負担を先送りしない財政運営

を行うことはいうまでもありません。福祉や子育

て支援などを重点とし、次代を担う子どもや若

者、全ての市民が希望を持って安心して暮らし働
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くことができる札幌となるよう、市政運営に取り

組むことが重要です。 

このような観点に立ち、本特別委員会で取り

上げました諸課題について述べさせていただきま

す。 

初めに、まちづくり政策局についてです。 

札幌丘珠空港と周辺地域の共生に関する基本

構想案については、現在、札幌市が丘珠空港の将

来像の中で目指すとしている空港と周辺地域との

調和と共生が不可欠という市の姿勢と、滑走路延

長に伴う増便に対する空港周辺の住民の不安に

は、大きな乖離があると考えます。丘珠空港にか

かる基本的な考え方には、定期便の運航便数は現

在の生活環境を悪化させないことを基本とすると

書かれています。しかし、空港運用時間を１時間

拡大し、運航便数が倍近くの72便程度となれば、

現在の生活環境が悪化するのは明白です。飛行機

の騒音の最大値は、2021年８月の本市の調査で

は、百合が原公園で89デシベルと環境基準値を超

えています。環境基準値を超えている騒音の数が

倍に増えたとしても、音エネルギーの平均値を算

出したＬｄｅｎでは環境基準値内に収まるから、

生活環境の保全は図られるという考え方には、住

民は納得できないと考えます。 

また、今年の１月にはアメリカで航空機事故

が立て続けに起きており、丘珠空港の滑走路が延

長され、増便されれば、空港周辺に住む方たちが

事故を心配し、不安が増大するのは当然のことと

考えます。 

特に、航路直下に住む住民は常に騒音と事故

の不安にさらされていて、事故は人ごとではな

く、恐怖を覚えるとお聞きしています。 

現行の運航便数のままの暮らしを守りたいと

いう住民の切なる思いに、最大限寄り添っていた

だくことを要望します。 

市長が提案された札幌市誰もがつながり合う

共生のまちづくり条例案については、第２条で共

生社会について、差別や偏見がなく、誰もが互い

にその個性を尊重され、能力を発揮できる多様性

と包摂性が強みとなる社会と定義しています。 

札幌市においては、これまで特定の民族に対

するヘイトスピーチが大通公園や公共施設で行わ

れてきました。また、インターネット上では、特

定の民族に対し、民族の尊厳を傷つける侮辱的な

発言がしばしば見られます。こうした差別表現、

侮蔑の言葉によって当事者は傷つき、苦しんでい

る現状を共有し、ヘイトスピーチは絶対に許さな

いという強い思いを発信し、差別をなくすために

取り組むことが重要と考えます。 

近年は、札幌市内においても外国人が就労

し、家族が市立学校に通うなど、外国人が身近に

増えている現状があります。私が住んでいる地域

でも、外国人の方、子どもたちをよく見かけま

す。彼らと言語や文化、生活習慣が異なることは

当然であり、理解し、尊重し合うことにより、お

互いに住みやすいまちをつくっていくことが重要

と考えます。 

条例制定に否定的な意見が多く寄せられてい

ますが、条例の必要性や条例の理念を広く理解し

ていただくため、札幌市はパンフレットや出前講

座などで条例の発信を進めるとのことです。 

本条例が特定の人のためのものではなく、皆

が共に幸せに生きていけるよう、性別や性自認、

国籍や民族、障がい、出自などの違いで差別され

ることなく、お互いの理解を含め、尊重し合うま

ちづくりを進めるための指針となることを心より

願います。 

次に、教育委員会についてです。 

化学物質過敏症の児童生徒への対応について

は、過敏症の児童生徒は、学校内のワックスや備

品などからの揮発性有機化合物に反応しますが、

最近は洋服の柔軟剤や消臭スプレー等の香りに

よって、頭痛や吐き気などの健康被害を受けると

聞いています。誰でも発症する可能性があるとの

ことから、柔軟剤等の香りなどをなるべく軽減す

る環境づくりが求められていると考えます。 

答弁では、教職員の理解促進を図っていると

のことですが、過敏症の子どもの保護者からは、



 

- 418 - 

担任が変わると一から説明するが、理解してもら

えない場合がある、また、教師が来ているジャー

ジの柔軟剤の香りが強くて息苦しいという子ども

の声を聞いております。 

つくば市で、過敏症の子どもに個別対応した

事例などを、ぜひ教師間、また子どもが進学する

学校間で、情報共有するため、幼稚園は学校にお

けるシックハウス対策マニュアルに掲載するなど

し、理解を広げていただくことを要望します。 

教師の研修については、全ての教師が研修を

受けることができるようにしていただきたいと思

います。今後、専門機関の助言もいただくとのこ

とですが、ぜひ、化学物質過敏症当事者による研

修も検討することを求めます。 

コミュニティ・スクールという取組は、学校

運営協議会を設置し、学校だけではなく、家庭や

地域が協力し、一体となって子どもを育む取組と

理解しています。学校、家庭、地域が一体となっ

て、地域全体で子どもたちを支援していくために

は、子どもの権利条例に基づく大人の子ども観を

共通理解として向上させ、子どもの意見反映に向

き合うことが大変重要と考えます。 

答弁では、避難訓練に関する生徒のアンケー

ト結果を学校運営協議会で共有し、次年度の活動

を検討するきっかけになったとのことです。 

コミュニティ・スクールの導入をさらに進め

るに当たっては、どの学校においても、子どもの

声が反映されるよう求めます。また、コミュニ

ティ・スクールの周知については、先行事例など

も活用しながら、地域への説明等を丁寧に行って

いくとのことです。 

コミュニティ・スクールを推進していく上で

は、幅広い地域住民の参画が重要です。コミュニ

ティ・スクールの取組を、子どもや教師をはじ

め、家庭や地域の関係者と丁寧に情報共有し、子

どもたちが安心して学べる環境づくりをさらに充

実していただけるよう要望します。 

以上、要望を交えて諸課題を述べてまいりま

した。 

理事者におかれましては、今後、これらの提

言、要望を市政に反映することを求め、私の討論

を終わります。 

●村山拓司委員長  以上で討論を終結し、直ち

に採決を行います。 

この場合、分割して採決を行います。 

最初に、陳情第49号、第50号、第52号から第

56号、第58号から第60号、第62号から第75号、第

77号から第82号、第84号から第89号、第92号から

第116号、第118号から第141号、第143号から第

152号、第154号から第161号及び第163号から第

167号を一括して問題といたします。 

陳情108件を採択すべきものと決定することに

賛成の委員の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

●村山拓司委員長  起立少数であります。 

よって、陳情108件は不採択とすべきものと決

定いたしました。 

次に、日本共産党所属委員全員により提出さ

れました「議案第１号 令和７年度札幌市一般会

計予算」を撤回の上、再提出を求める動議を問題

といたします。 

本動議を可決することに賛成の委員の起立を

求めます。 

（賛成者起立） 

●村山拓司委員長  起立少数であります。 

 よって、本動議は否決されました。 

次に、議案第１号中関係分及び第18号を一括

して問題といたします。 

議案２件を可決すべきものと決定することに

賛成の委員の起立を求めます。 

（賛成者起立） 

●村山拓司委員長  起立多数であります。 

よって、議案２件は可決すべきものと決定い

たしました。 

次に、議案第16号を問題といたします。 

議案第16号を可決すべきものと決定すること

に賛成の委員の起立を求めます。 

（賛成者起立） 
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●村山拓司委員長  起立多数であります。 

よって、議案第16号は可決すべきものと決定

いたしました。 

最後に、議案第３号、第４号、第８号、第９

号、第17号、第19号から第21号まで及び第25号か

ら第32号までを一括して問題といたします。 

この議案16件を、可決すべきものと決定する

ことにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

●村山拓司委員長  異議なしと認め、議案16件

は可決すべきものと決定いたしました。 

以上をもちまして、本委員会に付託されまし

た全案件に対する審査を終了いたします。 

    ―――――――――――――― 

●村山拓司委員長  本委員会の閉会に当たり、

一言ご挨拶をさせていただきます。 

本委員会は、本日の委員会をもちまして全審

査日程を終了いたしました。 

大変不慣れな委員長でありましたけれども、

小口副委員長の完璧なサポートと、そして理事の

皆様、そして委員の皆様、さらに理事者の皆様、

そして議会事務局の皆様のご協力により、円滑な

議事の進行に努めることができました。 

また、私自身も委員長という大変重要なお役

目を与えていただいて、貴重な経験をすることが

できましたことを皆様に心から感謝申し上げる次

第であります。 

また、今回の委員会に関してですが、委員会

の延べ質疑者数が123人、さらに質疑時間は28時

間58分と、過去５年間まで遡って見ましたけれど

も、延べ質疑者と質疑時間ともに一番多い結果と

なりました。 

理事者の皆様におかれましては、各会派、各

委員からご提言、質疑、ご要望をいただいたこと

をしっかりと受け止めていただいて、今後の市政

執行に反映されますことを最後に心からお願いを

申し上げ、委員長としての退任のご挨拶とさせて

いただきます。誠にありがとうございました。

（拍手） 

    ―――――――――――――― 

●村山拓司委員長  これをもちまして、第一部

予算特別委員会を閉会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      閉 会 午後２時36分 

 


